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通信・放送インフラの強靱化

○情報通信インフラ整備加速化パッケージ（一部※）

デジタル田園都市国家構想の実現のためには光ファイバ、５Ｇ等のデジタル基盤の整備が不可欠であることから、下記の整備
目標（デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）R5年4月）に向けて、情報通信インフラ整備を加速化
－光ファイバ等：2027年度末までに世帯カバー率99.9%
－携帯電話：2030年度末までに５Ｇ人口カバー率全国・各都道府県99%

2030年度末までに道路カバー率（高速道路・国道）99%（高速道路については100%） 等

情報通信インフラ整備加速化パッケージ 令和７年度要求額 53.3億円 （令和６年度予算額 78.0億円、令和5年度補正 59.3億円）

○携帯電話等エリア整備事業
・条件不利地域において、携帯電話基地局の整備費等の一部を補助

○電波遮へい対策事業
・トンネル等において、移動通信用中継施設の整備費の一部を補助

携帯電話基地局の整備加速化

携帯電話
交換局

伝送路

基地局施設

離島等条件不利地域

スマートホーム

農業IoT

無線局エントランス
（クロージャ等）

高速・大容量無線通信の前提となる光ファイバ（伝送路） コワーキング
スペース スマートモビリティ

教育ＩｏＴ観光ＩｏＴ

地域の拠点的地点
通信ビル

光ファイバの整備加速化

○高度無線環境整備推進事業
・条件不利地域において、光ファイバの整備費等（離島地域における維持管理費用を含む）の一部を補助

○伝送路設備の効率的な地中化に係る調査
・伝送路設備の効率的な地中化について、通信ネットワークの敷設状況等を踏まえた調査を実施

交換局

【光基地局方式】

携帯基地局

アンテナ
光ファイバ

Ａ

C

Ｂ

電波が遮へい
無線設備

電源設備

新幹線トンネルの場合 基地局

トンネル等における移動通信用中継施設の整備加速化
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地域DXの推進

◎地域社会ＤＸ推進パッケージ事業

• 人口減少・少子高齢化や経済構造変化等が進行する中、持続可能な地域社会を形成するには、デジタル技術の実装
（地域社会ＤＸ）を通じた省力化・地域活性化等による地域社会課題の解決が重要。

• このため、デジタル人材/体制の確保支援、AI・自動運転等の先進的ソリューションや先進無線システムの実証、地域
の通信インフラ整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル実装の好事例を創出し、全国における早期実用化
を目指す。

地域社会ＤＸ推進パッケージ事業 令和７年度要求額 15.0億円 （新規）

①デジタル人材／体制の確保支援
a )推進体制構築支援
b )計画策定支援
c )地域情報化ア ド バ イ ザ ー
d )人材ハブ機能

ロ ー カ ル ５ G を は じ め と す る 新 し い 通 信 技 術 な ど を 活
用 し た 先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 用化 に 向 け た 実証

先進無線シス テ ム活用タイプ

②先進的ソリューションの実用化支援（実証）

社 会 課 題 解 決 に 資 す る 通 信 シ ス テ ム を 用 い た
A I ・ 自 動 運転等 の 先進的な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 証

A I ・ 自動運転等の検証タイプ

デ ジ タ ル 技術 を活用 し て 地域課題 の解決 を図 る た め に必要 な通信
イ ン フ ラ な ど の 整備 を支援

③地域のデジタル基盤の整備支援（補助）

都道府県 を中心 と し た 持続可能な地域 の D X推進体制の構築 を支援
デ ジ タ ル 実装 に必要 と な る地域課題 の整理 、導入 ・ 運用計画 の策定 に対す る専門家に よ る 助言
地域情報化 ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材の育成 ・ 供給 を支援
デ ジ タ ル 人材 を地域外 か ら確保 す る場合 の人材 の マ ッ チ ン グ を 支援

好事例の創出・横展開
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誰一人取り残されないデジタル社会の実現（デジタル・ディバイド対策）

○デジタル活用支援推進事業

デジタル社会の形成に当たり、高齢者等のデジタル活用の不安解消に向けて、スマートフォンを利用したオンライン行
政手続等に対する助言・相談等を実施する「講習会」を全国において実施する。

デジタル活用支援推進事業 令和７年度要求額 21.0億円（令和５年度補正 21.0億円）
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（事業主体） 市町村、市町村の連携主体又は第三セクター
（これらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの業務提供に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）

（事業スキーム） 補助事業
（補助対象地域） ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村 （①に限る）

※条件不利地域以外の地域及び「財政力指数が0.8以下の市町村」以外の地域を対象化【拡充】
（補助率） ①④（１）市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ：1/2、（２）第三セクター（承継事業者） ：1/3

①※財政力指数0.5超の自治体は1/3
※光化された公設ネットワークの民設移行に伴う承継事業者による整備は1/3

② ： 1/2、 ③ ：2/3
（補助対象経費（上図の赤線部分）） 光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等

③※総務省予算で過去に整備した設備以外の復旧、仮設住宅のエリア化も対象
④※非常用電源設備単独の整備【拡充】

（計画年度） 平成30年度～

令和７年度要求額 1,650百万円
（令和６年度当初予算 1,249百万円、
令和５年度補正 2,470百万円）

ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化事業
（旧施策名：「ケーブルテレビネットワーク光化等による耐災害性強化事業」及び「地域ケーブルテレビネットワーク整備事業」）

光ノード

ヘッドエンド
アンテナ

光ケーブル
同軸ケーブル

光ケーブル化

タップオフ

※光化された公設ネットワークの民設移行
に伴う承継事業者による整備費用

（放送設備及び一部伝送路設備）も対象

（条件不利地域に限る）

２ルート化等

老朽化した既存幹線の更新

遠隔監視制御機能、
非常用電源設備の整備

断線

断線

自営柱
倒壊

応急仮設住宅の
ケーブルテレビエリア化

損壊

タップオフノード

補助対象

復旧

引込み線

①：ケーブルテレビ光化等整備支援事業

④：ケーブルテレビ複線化等整備支援事業

②：災害復旧枠
③：令和６年能登半島地震に係る災害復旧枠

ヘッドエンド

アンテナ

損壊

損壊

● 近年、多発・激甚化する自然災害を踏まえ、災害時に確実かつ安定的な情報伝達が確保されるよう、地域の
情報通信基盤であるケーブルテレビネットワークの光化・複線化等による耐災害性強化の事業費の一部を補助。

● 令和６年能登半島地震により被害を受けた地域のケーブルテレビ関連設備の復旧に係る事業費の一部を補助。

※「放送ネットワーク整備支援事業」から
地域ケーブルテレビネットワーク整備事業を移管。
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通信・放送インフラの強靱化

◎地上基幹放送の小規模中継局等のブロードバンド等による代替等支援事業（※）

全国の視聴者に対して良質な放送コンテンツの継続的な提供を確保しつつ、電波の能率的な利用を図るため、小規模
中継局や辺地共聴施設等のブロードバンド等による代替等を支援。

地上基幹放送の小規模中継局等のブロードバンド等による代替等支援事業 令和７年度要求額 11.1億円（新規）

５
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